
計画 平成２７年　４月　１日　策定

令和元年　５月１５日　修正

成果報告 令和２年　５月３１日　報告

補助金等の名称

予算科目 款 2 項 1 目 14

予算事業名

実施計画の位置づけ

補助金分類

国県補助の状況 千円

交付先

支出根拠規定

補助の目的

補助の効果

補助対象事業の
具体的内容

対象経費及び補助率

補助金額の根拠

備考

1/2を超えて補助、設
立5年を超えて運営費
補助する理由

その他

補助期間

一般会計

　　　　　　　　　　　　　　　補助事業計画書・成果報告書－１

担当課 自治人権推進課

市民提案型協働事業助成金（市民協働事業助成金）

市民協働事業の支援に関する要綱

市民協働事業

第６章　基本施策１　施策１「まちづくりに対する市民の関心を高めます」

補助金

国付 ・ 県付 ・ 国直接 ・ 県直接 ・ 国県補助なし

市民協働事業採択団体

佐倉市市民協働の推進に関する条例
佐倉市市民協働の推進に関する条例施行規則
市民協働事業の支援に関する要綱

ＮＰＯ等による公益活動を促進し、地域課題の解決及び地域の活性化を図ることを目とす
る。

ＮＰＯ等による公益活動を推進することにより、市民協働によるまちづくりに寄与することが
できる。

市民公益活動団体が、自ら有する知識及び技術をまちづくりに生かした事業
：防災・防犯・福祉・環境・歴史・文化・観光・青少年健全育成などの各種公益活動

事業の実施に直接必要なものの２分の１以内（助成金限度額５０万円）

平成２７年　４月　１日～令和２年　３月３１日



補助金等の名称

計画期間終了後の
最終的な目標値

計画期間終了後の
最終的な成果値

　　　　　　　　　　　　　　　補助事業計画書・成果報告書－２

担当課 自治人権推進課

平成27年度

市民提案型協働事業助成金（市民協働事業助成金）

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

2,500
【目標値】
支援事業数：５事業

1,291 支援事業数：５事業

成果達成状況の分析と今後の方策
申請（７件）に対して、事業審査を行う市民協働推進委員会による審議の結果、５事業が採択された。
今後は、より多くの団体に当事業の趣旨をご理解いただき申請に繋げられるよう、効果的な広報に努めてまいりま
す。

2,500
【目標値】
支援事業数：５事業

1,094 支援事業数：６事業

【目標値】
支援事業数：５事業

366 支援事業数：３事業

成果達成状況の分析と今後の方策
申請（3件）に対して、事業審査を行う市民協働推進委員会による審議の結果、3事業が採択された。
今後は、より多くの団体に当事業の趣旨をご理解いただき申請に繋げられるよう、効果的な広報に努めてまいりま
す。

各年度あたり５つの事業について支援を行うことを目指す。

５年間で１６事業の支援を行った。

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

2,500
【目標値】
支援事業数：５事業

162 支援事業数：１事業

各年度成果値

2,500
【目標値】
支援事業数：５事業

324 支援事業数：１事業

成果達成状況の分析と今後の方策
申請（１件）に対して、審議の結果、１事業が採択された。目標値に達していないが、より多くの団体に当事業の趣
旨をご理解いただき申請に繋げられるよう、効果的な広報に努めてまいります。また、より効果的な事業が実施さ
れるよう、庁内の体制を強化します。

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

計画額
〔千円〕

2,500

成果達成状況の分析と今後の方策
申請（７件）に対して、事業審査を行う市民協働推進委員会による審議の結果、6事業が採択された。
今後は、より多くの団体に当事業の趣旨をご理解いただき申請に繋げられるよう、効果的な広報に努めてまいりま
す。

成果達成状況の分析と今後の方策

目標値に達していないが、より多くの団体に当事業の趣旨をご理解いただき申請に繋げられるよう、効果的な広報
に努めてまいります。また、より効果的な事業が実施されるよう、庁内の体制を強化します。

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕


